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福祉サービス第三者評価機関認証要綱 新旧対照表（抄） 
新 旧 変更理由 

 
（認証基準） 
第２条 評価機関の認証基準は次に掲げる

各号とする。 
(3) ア 第８条の規定により認証を辞退
した法人（当該辞退の日前６０日以内に当

該法人の役員（業務を執行する社員、取締

役、執行役又はこれに準ずるものと同等以

上の支配力を有するものと認められる者

を含む。以下本号において同じ。）であっ

た者が役員である法人を含む。）について

は、その辞退の日から３年間を経過してい

ること。 
イ 第９条の規定により認証を取り消さ

れた法人（当該取り消しの日前６０日以内

に当該法人の役員であった者が役員であ

る法人を含む。）については、その取消し

の日から委員会で定められた期間を経過

していること。 
 
（指導、業務改善勧告等） 
第９条 委員会は、評価機関が次条第１項

第１号、第２号又は第４号に該当する場

合、調査審議し、必要があると認めたと

きは、当該評価機関に対し、期限を定め

て是正すべきことを指導することを決定

する。 
２ 委員会は、前項の規定による指導を受

けた評価機関が、正当な理由がなくてそ

の指導にかかる措置をとらなかった場

合、調査審議し、必要があると認めたと

きは、当該評価機関に対し、期限を定め

て、その指導にかかる業務改善措置をと

るべきことを勧告すること（以下「業務

改善勧告」という。）を決定する。 
３ 機構は、委員会の決定に基づき指導又

は業務改善勧告を行う。 
 
 
（認証の取消等） 
第１０条 委員会は、認証した評価機関が

以下の各号に該当する場合、調査審議し、

必要があると認めたときは、認証取消し、

又は期間を定めた全部若しくは一部の認

証効力停止の決定をする。 
(1) 第２条に規定する認証基準のいず

 
（認証基準） 
第２条 評価機関の認証基準は次に掲

げる各号とする。 
 (3) ア 第８条の規定により認証を
辞退した法人については、その辞退の

日から３年間を経過していること。 
 
 
 
 
 
 
 
イ 第９条の規定により認証を取り消

された法人については、その取消しの

日から委員会で定められた期間を経過

していること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（認証の取消） 
第９条 委員会は、認証した評価機関

が以下の各号に該当する場合、調査審

議し、必要があると認めたときは認証

取消しの決定をする。 
(1) 第２条に規定する認証基準のい
ずれか一つが欠けた場合 

 
 
 
・認証取消や認証

辞退した評価機関

と明らかに同一と

見なされる別法人

が、評価機関とし

ての新規認証申請

に一定の制限をか

けるもの。 
 
 
 
 
・認証取り消しに

至るまでに採り得

る手段を規定し

た。 
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れか一つが欠けた場合 
(2) 不正な行為を行う等評価機関とし
てふさわしくないと認められる場合 

(3) 第９条第２項による業務改善勧告
に従わない場合 

(4) 評価実績がない又は著しく少ない
場合  
２ 機構は、委員会の決定に基づき評価機

関の認証を取り消し、又は期間を定めて

全部若しくは一部の効力を停止する。 
３ 機構は、委員会の決定に基づき評価機

関の認証を取消したときは、「福祉サービ

ス第三者評価機関認証取消通知書」を交

付する。 
４ 機構は、第１項第２号に基づき、認証

取消し、又は期間を定めて全部若しくは

一部の認証効力を停止した場合は、その

旨を公表する。 
 
（その他） 
第１１条 この要綱に定めるもののほか、

認証を実施するにあたり必要な事項は、

実施要領に定める。 
 
第１２条 この要綱及び実施要領に定める

もののほか、認証を実施するにあたり必

要な事項がある場合は別に定める。 
 

 
平成１５年４月１日   一部改正

平成１６年４月１日   一部改正

   平成１７年３月２２日  一部改正

平成１８年３月９日    一部改正 
 

(2) 不正な行為を行う等評価機関と
してふさわしくないと認められる場合 
(3) 評価実績がない又は著しく少な
い場合  
 
 
 
２ 機構は、委員会の決定に基づき評

価機関の認証を取り消す。 
３ 機構は、委員会の決定に基づき評

価機関の認証を取消したときは、「福祉

サービス第三者評価機関認証取消通知

書」を交付する。 
 
 
 
 
 
 
 
（その他） 
第１０条 この要綱に定めるもののほ

か、認証を実施するにあたり必要な事

項は、実施要領に定める。 
 
第１１条 この要綱及び実施要領に定

めるもののほか、認証を実施するにあ

たり必要な事項がある場合は別に定め

る。 
 
 
平成１５年４月１日  一部改正 
平成１６年４月１日  一部改正 
平成１７年３月２２日 一部改正 

 

 


